
 

    

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公益財団法人

書「気候変動によって強大化する自然災害に対する諸外国の保険会社等の取組につ

いて」を

 

近年、世界的に大規模な自然災害

しているとの見方があります。

有の自然災害に対応するために創設された官民連携による保険制度を通して、補償

の提供の安定化が図られています。また、各国の保険会社等は、先進技術の活用に

より自然災害リスクを正確に把握・管理し、社会のニ

上国における補償の提供を推進する保険商品、および迅速な保険金支払等の利便性

の向上に資するサービスの提供に取り組んでいます。

本調査報告書では、このような状況を踏まえて、欧米主要国における自然災害に

対応する保険制度の概要と近年の動向、および欧米を中心とした保険会社、その他

の企業・団体等の自然災害に関する取組について紹介しています。

 

本調査報告書（

実費（税込

購入方法について

（https://www.sonposoken.or.jp/

※テレワーク実施中のため、商品の発送には

戴します。ご了承いただきたくお願い申し上げます。

 

 

この資料は、保険関係業界紙各社へ同時に配付しております。
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本調査報告書（

実費（税込 3,190

購入方法について
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購入方法については、当研究所ウェブサイトをご覧ください

https://www.sonposoken.or.jp/

テレワーク実施中のため、商品の発送には

戴します。ご了承いただきたくお願い申し上げます。
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しているとの見方があります。このような自然
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無料）で頒布いたします。

は、当研究所ウェブサイトをご覧ください

https://www.sonposoken.or.jp/publication

テレワーク実施中のため、商品の発送には
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publication）
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本件に関するお問い合わせ先
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公益財団法人

研究部
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ご購入に関するお問い合わせ先

企画総務部
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おり、この背景には気候変動が影響

このような自然災害に対処する

有の自然災害に対応するために創設された官民連携による保険制度を通して、補償

の提供の安定化が図られています。また、各国の保険会社等は、先進技術の活用に

より自然災害リスクを正確に把握・管理し、社会のニーズに合致した引受、開発途

上国における補償の提供を推進する保険商品、および迅速な保険金支払等の利便性
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ページ）の購入を希望される方には、在庫がある限り
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テレワーク実施中のため、商品の発送には 1 週間から

戴します。ご了承いただきたくお願い申し上げます。

本件に関するお問い合わせ先

101-8335 千代田区神田淡路町

公益財団法人 損害保険事業総合研究所

研究部（担当：

メール：kenkyubu3@sonposoken.or.jp

ご購入に関するお問い合わせ先

企画総務部 

メール：so-mu@sonposoken.or.jp

この資料は、保険関係業界紙各社へ同時に配付しております。
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は、当研究所ウェブサイトをご覧ください。 

週間から 10 日程度、お時間を頂

戴します。ご了承いただきたくお願い申し上げます。 

本件に関するお問い合わせ先

千代田区神田淡路町

損害保険事業総合研究所

望月） 

kenkyubu3@sonposoken.or.jp

ご購入に関するお問い合わせ先

mu@sonposoken.or.jp

この資料は、保険関係業界紙各社へ同時に配付しております。 
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別紙 

 

（公財）損害保険事業総合研究所作成の調査報告書 

「気候変動によって強大化する自然災害に対する 

諸外国の保険会社等の取組について」の概要 

 

＜概要＞ 

○ 作成年月 2020 年 9 月 

○ 定価 3,190 円（税込、送料無料） 
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